
Ⅰ　機器構成内訳 品番

　１　医薬品等在庫管理システム

【内訳】

1-1 在庫管理端末 6 台

1-2 発注用端末 6 台

1-3 帳票出力プリンタ 6 台

・在庫管理端末に接続すること

1-4 検品および出庫管理用ハンディターミナル 12 台

1-5 サーバ端末 1 台

1-6 無停電電源装置 1 台

・サーバ端末に接続すること

1-7 医薬品請求アプリ

・当院既設の電子カルテ端末に指定の複数台へのインストールが可能なこと

1-8 システム構成

・発注機能の情報との連携が必要な場合は、既存病院情報システムとイーサーネットや

IPなどのネットワーク接続を利用しない方法を採用すること。

・回線接続装置を含む場合は今後発生する脆弱性に対し保守の範囲で対応すること

・病院情報システムの情報の漏洩や不正接続が生じないような方式の採用、対処を行うこと

・調達するシステムでは原則、個人情報は取り扱わないものであること

・調達する端末には当院が指定するウィルス対策ソフトをインストールできるものであること

1-9 ５年間保守

・保守範囲はサーバ、クライアント等のハードとソフトウェア一式を含むこと

1-10 搬入設置

・調達した機器類はすべて使用できる状態で設置すること

1-11 電子カルテ/部門システム接続

・当院に既存の調剤支援サーバから実施情報を取得するサーバ機能を有し各端末と

情報連携できる仕組みを構築すること

1-12 電源/LAN設置等にかかわる施設工事

・今回の調達に必要なLANの構築を調達に含めること

・電源は当院が指定する箇所からとること

要　　求　　条　　件

数量

仕　　様　　書

機器名 医薬品等在庫管理システム

機器構成

   １  在庫管理システム　　　　　　　　　一式
　　（株式会社トーショー　薬剤在庫管理システム
　　　または
　　　株式会社ユヤマ　薬品在庫管理システム
　　　または
　　　東邦薬品株式会社　ENIFwinNex-Sus在庫管理システム）
 
　２　各種機器付属品
　　　通信回線開設費
　　　取付などの工事　等全て含む

一式
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　１　機器仕様

(1)

(2)

(3)

(4) 流通する製品情報データベースからの情報取得ができるなど、在庫管理に必要な製品情報支援機能を有すること

(5) サーバ端末には無停電装置が付帯されていること

(6)

(7)

(8)

　２　納品

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

　

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

　 ４　教育

(1)

(2)

(3)

５　その他

(1)

(2)

(3)

当院の指定する場所から搬入可能であること。詳細は別途担当者と協議すること

稼働に支障が出る問題が発生した場合は、追加器材、追加作業は負担すること

横浜市及び横浜市立大学が規定する情報漏洩対策が施されていること

指定した医薬品の製造番号（ロット番号）を納品のほか、払出や使用など進捗管理ができること

Ⅱ　納入条件等

横浜市立大学附属市民総合医療センター（以下、当院という。）の病院情報システムおよび薬剤部門システムとのシ
ステム連動が可能であること

設置時までに装置等の仕様変更があった場合は、最新の仕様で設置すること

障害発生時は24時間、365日体制で修理部門と連絡の取れ、障害に対応できる体制を確保していること

引き渡し後1年間は通常使用による故障（製品不良や工事不良等によるものと思われる故障等）が発生した場合は、
無償修理あるいは無償交換対応とすること

３　保守・メンテナンス

処方実績データを取り込んだ在庫情報管理が可能であること

在庫管理実績データ管理及び分析機能を有すること

遠隔部署へのクライアント端末設置が可能であること

付帯工事は当院と事前協議し、指示に従い施行すること

配送費用一切は本体価格に含むこと

機器の搬入、据え付け、調整を行うこと
各端末については本館地下１階、本館５階に設置し、在庫管理端末にはプリンタを接続し、印刷ができるように設定
すること

当院の指定する場所に納品すること　　　　　　　　　

医薬品に関する製品情報データベースの定期的な更新体制を確保していること

発生した故障の修理、および定期点検を実施できる体制が整っていること

障害及び修理対応した場合、対応報告書を提出すること

現有機器で不要となるものに関しては、必要に応じて撤去・搬出・廃棄を行うこと

納入は令和５年８月31日までに行うこと

その他、明記されてない事項で問題が生じた時は、別途協議のうえ決定すること

操作マニュアルは、管理者及び操作者向けに全ての機器・機能についてデジタルデータを含めて日本語版で２部以上
用意すること

担当者に対して教育訓練を実施する体制が整っていること

引き渡し後1年間は、季節限定業務（期中・期末棚卸等）発生時は立ち合い等考慮した教育訓練体制を整えること

契約時には、仕様書の要求条件を満たすことを証明する書類を提出し、承認を得ること

震災対策として振動、転倒等を防ぐための対策を行うこと
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